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コロナ禍で家計に大きな変化

新型コロナの感染拡大で 2020年 から3年 に

わたり世界の人々の生活は大きく変化した。家

計においては、外出の禁止や抑制にともなって

全体として消費が縮小するとともに、外食や旅

行などの消費が抑制され、家庭での消費に特化

するいわゆる「巣ごもり消費」力`一般化した。

こうした家計の状況変化に対応 して大きく変

化した代表的な家計指標として、エングル係数

と貯蓄率が挙げられよう。

巣ごもり消費の代表品目としては食費が挙げ

られる。消費の低迷の中でも食事をしないわけ

にはいかないので、食費の比率、すなわちエン

ゲル係数はコロナの影響で上昇した。

また、家計における消費支出の低迷の程度は、

飲食店やレジャー産業など一部の産業では大き

かったが全体としてはそれほどではなかった雇

用低迷による家計収入の落ち込みを上回ってい

たため、家計における貯蓄率は否応なく上昇す

ることとなったc

エンゲル係数と家計貯蓄率の国際比較につい
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ては本連載でも2017年度に両方とも取 り上げ

たが、今回は、そのデータを直近まで伸ばし

て最近の動向変化について概観するとともに、

2019年 から2020～ 21年にかけての動 きの国

際比較から、各国の家計の状況変化がどの程

度であったか、また日本におけるコロナ禍によ

る家計への影響が他国と比較して深刻だったの

か、それとも軽微だったのかを探るものとする。

各国で高まるエンゲル係数
エンゲル係数については経済成長や所得の向

上にともなって下落するという一般傾向に対し

て、近年、反転上昇していることが我が国にお

いては、新たなる貧困の到来として大きな注目

を浴びた。

ところが、図 1に 示 した主要国のエンゲル

係数の動きを見れば分かる通り、日本ほど顕

著な変化ではないにしても、いずれの国でも

エンゲル係数の反転上昇の動きがあらわれて

おり、これが世界的傾向であることが明らか

になっている。



注 )

資料 )

図 1 主要国におけるエングル係数の推移

日本は家計調査による (二人以上の世帯)。 日本以外はSNA統計による国内家計最終消費支出 (帰

属家賃を除く)に占める割合。
総務省統計局「家計調査」、OECD Stat(2023年 1月 19日 ダウンロード)

日本におけるエンゲル係数の反転上昇の要因

としては、貧困化というより、高齢化、共働き

世帯増、食料価格高騰の 3つ が指摘されている。

すなわち、食費比率の高い高齢者世帯の増加、

調理食品や外食の割合が多くなる共働き家庭の

増加、食品価格が非食品に対 して大きく価格が

上昇する傾向がそれぞれエンゲル係数の上昇を

もたらしているとされるのである。これらは日

本以外にもあてはまる動きであり、それぞれの

動きの程度差によって国ごとのエングル係数の

反転上昇の程度も左右されていると考えるのが

妥当な見方と言えよう。

なお、エンゲル係数に関しては、米国で低く、

日本、イタリアで高いという先進主要国の間に

おける水準差が食文化への嗜好度の違いのあら

われとも見られるなど他にも興味深い点がある

が、ここでは時系列変化に着日しておこう。

さて、直近のコロナの影響であるが、いずれ

の国でも2020年 は 19年 と比較してエングル係

数がぴくっと上昇しており、巣ごもり消費によ

る影響が観察される。

表 1に は、エングル係数が 2019年 に対 して

20年、及び 21年にどの程度上昇 したかを掲げ

た。20年の上昇幅が 1.8%ポ イントと最も大き

かったのは日本であり、韓国、英国がこれに次

いでいた。また、この 3カ 国以外の国では 21

年にはほぼ 19年の水準にまでエンゲル係数が

戻っているのに対 して、日本や韓国ではなお

19年の水準に対して高い水準が継続 している。

すなわち、エングル係数の動きから見ると、

コロナ禍による日本の家計への影響は大きく、

また長く続いていると考えられよう。
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エンゲル係数 (%) 対2019年変化幅 (%ホ
゜
イント)

2019`T 2020`羊 2021年 2020年 2021年
日本

韓国*

英国

フランス

イタリア

スウェーデン

米国

ドイツ

257
114
214
243
269
226
153
183

275
128
224
251
276
232
157
186

272
128
226
240
269
226
157
184

18
15
10
09
07
06
03
03

15
15
12
-03

00
00
04
01

表 1 コロナ年における主要国のエンゲル係数変化

国の並びは 2020年の対 2019年変化幅の大 きぃ順。

*韓国は参考値 であり、酒類・外食 を含 まない食費が帰属家賃 を含 んだ消費支 出に占める割合 .

注・資本斗)図 1と 同 じ

各国で高まる貯蓄率

次 に家計貯蓄率の動 きについて見てみよう

(図 2)。

日本の貯蓄率については、かつてはその高 さ

が国民性のあらわれとして指摘 されることも多

かったが、近年は大 きく下落 し、2014年 には

先進国の中では珍 しく、マイナスを記録するま

でに至っている。

貯蓄率の低 下については、高齢者は若いころ

貯めた貯金を崩 して生活する場合 も多いとして

高齢化の要因が指摘 されることが多いが、同じ

く高齢化が進んでいる ドイツなどでは低下が起

こっていないことなどからそれだけで動 くもの

とも言えない。

スウェーデンでは貯蓄率が上昇傾向にあり、こ

れは一時期手厚かった社会保障をそのままの水準

では維持 しきれなくなって来ているのに国民が敏

感に反応 しているからだと見られる。そうだとす

ると日本の貯蓄率低下は、日本における社会保障

制度の充実化が影響 している可育旨性もある。

私などが最 も大きい要因として指摘 したいの

は経済成長率の上昇と鈍化の動 きである。高度

成長期に日本の貯畜率が高かったのは、どうし

ても過去を引きずる消費マインドに対して、そ

れを大きく上回る所得上昇が実現し、否応なく
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貯蓄が増えていたからだととらえれば、最近の

貯蓄率の低下は各家庭で最低限と感じる消費水

準を維持できないほど所得が落ち込んでいるか

らだと合理的に理解できると思う。2015年以

降日本の貯蓄率が上昇に転じたのは所得の伸び

悩みにそろそろ日本人が慣れ、消費水準をそれ

に対応させることができるようになったからだ

とも考えられよう。

さて、直近のコロナの影響であるが、いずれ

の国でも2020年は 19年 と比較して貯蓄率が顕

著に上昇しており、所得以上の消費の低迷によ

る影響が観察されよう。

こうした経済情勢の短期的な悪化にともなう

貯蓄率変化はたとえば、アジア金融危機で大き

なダメージを受けた韓国で 1998年 に貯蓄率が跳

ね上がっている例にもあらわれている。2020年

に関しては各国そろって貯蓄率が急上昇してい

る点が従来にはなかった変化であり、明らかに

世界的なコロナの影響が認められるのである。

表 2に は、表 1のエングル係数と同様に、家

計貯蓄率が 2019年 に対 して 20年 、及び 21年

に各国でどの程度上昇したかを掲げた。ここで

も20年の上昇幅が 8.8%ポ イン トと最 も大き

かったのは日本であり、米国、イタリアがこれ

に次いでいる。また、21年には各国で対 19年
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図 2 主要国における家計貯蓄率の推移

家計貯蓄率=家計貯蓄十家計可処分所得 (た だし家計貯蓄=家計可処分所得―家計消費支出)。

国によって最新年の値はOECD推 計値の場合もある。

OECD Econom c OuJook No l12-November 2022 (OECD Stat 2022 12 11)

表 2 コロナ年における主要国の家計貯蓄率変化
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国の並びは 2020年の対 2019年変化幅の大 きい順

注 資本斗)図 2と 同 じ

変化幅が縮小 している中で、日本はなお 5.5%

ポイントと 19年の水準に対 して高い水準が継

続している点も目立っている。

すなわち、貯蓄率の動きについても、 L述の

エングル係数の動きと同様、コロナ禍による日

本の家計への影響は他国と比較 して大きく、ま

た長く続いていると見なすことができよう。

このように、日本のコロナ禍は、少なくとも

2020～ 21年 の間は、感染者数や死亡者数に関

して世界の中でも深刻度が大きくなかったにも

かかわらず、経済的な影響の程度に関しては、

これまで見てきたように、家計面では世界の中

でも特に大きかったと結論づけられよう。これ

が政l行のコロナ対策の至らなさのせいなのか、

それとも日本人特有の心配症のせいなのかは議

論が分かれよう。

家計純貯蓄率の推移

家計貯蓄率 (%) 対 2019年変化幅 (%ホ
゜
イント)

2019`T 2020年 2021年 2020年 2021年
日本

米国

イタリア

韓国

ドイツ

スウェーデン

32
91
24
81
109
157

87
124
76
59
153
155

88
84
79
65
51
14

55
32
52
‐22
43
-02
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